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子ども・子育て支援新制度 

1 
平成27年4月 新制度施行 

平成26年10月 利用申し込み開始 

 新制度の経緯 

子ども・子育て関連３法（平成24年8月制定） 
 
 ○ 子ども・子育て支援法 
 ○ 認定こども園法の一部を改正する法律 
 ○ 関係法律の整備等に関する法律 

平成26年7月 各種基準条例制定 

平成25年8月 堺市子ども・子育て会議設置 

2 

         新制度の目的 

質の高い学校教育・保育を総合的に提供 

地域の子ども・ 
子育て支援の充実 

計画的な待機児童 
の解消、 

教育・保育の質改善 

子どものための教育・保育給付 地域子ども・子育て支援事業 
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新制度の全体像 

◎ 新制度による子ども・子育て支援サービスは「給付」と「事業」で構成される。 

子ども・子育て支援給付 

 
○ 認定こども園 
○ 幼稚園 
○ 保育所 

施設型給付 

 
○ 小規模保育 
○ 家庭的保育 
○ 居宅訪問型保育 
○ 事業所内保育 

地域型保育給付 

① 利用者支援事業 
② 地域子育て支援拠点事業 
③ 一時預かり 
④ 乳児家庭全戸訪問事業 
⑤ 養育支援訪問事業 
⑥ ファミリーサポートセンター事業 
⑦ 子育て短期支援事業 
⑧ 延長保育事業 
⑨ 病児・病後児保育事業 
⑩ 放課後児童クラブ 
⑪ 妊婦健診 
⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 
⑬ 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

地域子ども・子育て支援事業 

児 童 手 当 
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施設型給付と地域型保育給付のイメージ 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育 

地域型保育給付【２５か所】 

保育所【４３か所】 
０ ～ ５歳 

認定こども園 ０ ～ ５歳 

 
 
 

幼稚園【４９か所】 
３ ～ ５歳 

施設型給付 

幼保連携型【７４か所】 

幼稚園型【３か所】 保育所型【２か所】 地方裁量型 

子
ど
も
・子
育
て
支
援
法 

【  】は堺市内設置数 

認定こども園法による認可、指導監督 

認定こども園法による認定 

学校教育法による認可 

移行の推進 

○ 認定こども園法の改正により、「学校及び児童福祉施設としての法的位置付けを持つ
単一の施設」を創設 

 ・ 設置主体は、国、自治体、学校法人、社会福祉法人のみ（株式会社等の参入は不可） 

○ 地域における子育て支援の機能を持つ施設 

○ 親の就労状況に捉われず子どもが育つ場  

○ 財政措置は、既存３類型も含め、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の「施設
型給付」で一本化 

  → 消費税を含む安定的な財源を確保     

児童福祉法による認可 

幼保連携型認定こども園とは 
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教育基本法上の「法律に定める学校」（第６条） 

 ①「公の性質」を有し、 
 ②教育を受ける者の心身の発達に応じた「体系的・組織的な教育」を行う。 

◎教育基本法 －抄－ 

 （学校教育）  
第６条 法律に定める学校は、公の性質を有するものであって、国、地方公共団体及び法律に定める法人のみが、
これを設置することができる。  
２ 前項の学校においては、教育の目標が達成されるよう、教育を受ける者の心身の発達に応じて、体系的な教
育が組織的に行われなければならない。（以下略） 

 

学校教育法に定めるもの 

幼稚園 
小学校 
中学校 
高等学校 

  
学校 

中等教育学校 
特別支援学校 
大学 
高等専門学校 

学校・児童福祉施設 
両方の性格 

学校教育を提供 

 

認定こども園法に定めるもの 

学校教育・保育を提供 

幼保連携型認定こども園 

※ 既存の幼稚園から移行した場
合、「幼稚園」の名称を用いること
ができる。 
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幼保連携型とその他の認定こども園との比較 

幼保連携型 幼稚園型 保育所型 

性格 学校かつ児童福祉施設 学校（幼＋保機能） 
児童福祉施設 

（保＋幼機能） 

職員 
保育教諭 
（幼教諭＋保育士） 

満3歳以上：併有が
のぞましい 
満3歳未満：保育士 

満3歳以上：併有が
のぞましい 
満3歳未満：保育士 
※2・3号は保育士 

給食の提供 
2・3号：義務 
自園調理が原則(満3歳
以上は外部搬入可) 

2・3号：義務 
自園調理が原則(満3
歳以上は外部搬入可) 

2・3号：義務 
自園調理が原則(満3
歳以上は外部搬入可) 

開園日・時間 
11時間開所 
土曜日は原則開所 

地域の実情に応じて 
11時間開所 
土曜日は原則開所 
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新制度の特徴【３歳未満向けの保育】 

地域型保育事業 

小規模保育 
定員６人以上１９人以下 

家庭的保育 
定員５人以下 

事業所内保育 
従業員枠＋地域枠の設定 

居宅訪問型保育 
原則１対１ 
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 新制度の特徴【保育の必要性の事由】 
保育所などを利用する場合には、保育の必要な事由に該当することが必要。 

《内閣府令に定められている保育を必要とする事由》 
 
○ 就労（フルタイムのほか、パートタイム、自営など、基本的にすべて 
 の就労を含む） 
○ 妊娠、出産 
○ 保護者の疾病、傷害 
○ 同居又は長期入院等している親族の介護・看護 
○ 災害復旧、求職活動、就学 
○ 虐待やＤＶのおそれがあること 
○ 育児休業取得中に、既に保育を利用している子どもがいて継続利用が 
 必要であること 等 

《堺市子ども・子育て支援法施行細則により追加》 
◎ 保育所、認定こども園又は地域型保育事業での保育が可能な状況であ 
 り、かつ、保健福祉総合センター所長において子どもの発達支援のた 
 めに特に必要であると認められること 

 新制度の特徴【支給認定①】 

新制度では、保育の必要性の認定に応じ、認定証が交付されます。 

年齢 保育の必要性 認定区分 教育・保育時間 利用できる施設 

満３歳以上 なし １号 教育標準時間 
幼稚園 
認定こども園 

満３歳以上 あり ２号 
保育標準時間 
保育短時間 

保育所 
認定こども園 

３歳未満 あり ３号 
保育標準時間 
保育短時間 

保育所 
認定こども園 
地域型保育事業 
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新制度の特徴【支給認定②】 

２・３号は、保育の必要量に応じて保育標準時間
と保育短時間が認定されます。 
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１号：教育標準時間・・・１日４時間を標準として学則等に 
         より各施設で定める教育課程に係る時間 
２・３号：保育標準時間・・・１日最大１１時間の間で必要 
         となる保育時間 
２・３号：保育短時間・・・１日最大８時間の中で必要とな 
         る保育時間 
 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&docid=kqJUVMqqNfE4rM&tbnid=l1K2lv5rtvhoVM:&ved=0CAUQjRw&url=http://www.aozorayouchien.jp/support&ei=DvnOU5a3IIq4uASv7YLYAw&bvm=bv.71667212,d.c2E&psig=AFQjCNGWVkv1wI_geihIKeWc7F_Blub65g&ust=1406158803732861
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地域子ども・子育て支援事業 

一時預かり事業 

病児病後児
保育 

地域子育て
支援拠点 

放課後児童 
クラブ 

利用者支援
事業 

多様な事業者の
参入促進・能力
活用事業 
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子ども・子育て支援の推進にあたって、子ども及びその保護者等、または妊娠している方が教育・保育施設や地域
の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な実施場所で情報収集と提供を行い、必要に応じ相談・助言等を
行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施し、支援。 

事業の目的 

保育所 幼稚園 

ファミリー・サポー
ト・センター 

指定障害児
相談支援 
事業所 

地域の保健師 
（保健所） 

家庭児童相談 
（児相） 

保健・医療・福祉などの関係機関（役所、保健所、児童相談所 等） 

教育・保育施設及び地域子育て支援事業等の利用支援・援
助（案内・アフターフォローなど） 

個別ニーズの把
握、情報集約・

提供 
相談 

（子育て親子が集まりやすい場所） 

利用者支援専門職員（仮称） 
子育て中の親子など 

子どもを預けたい 

子どものことで気に
かかることがある 

等々 
 

認定こども園 放課後児童 
クラブ 

連絡調整、連携・協働の体制づくり、地域の子育て資源の育成、 
地域課題の発見・共有、地域で必要な社会資源の開発等 

利用者支援実施施設 

主な事業内容 

○総合的な利用者支援 
  子育て家庭の「個別ニーズ」を把握し、教育・保育施設及び地域子育て支援事業等の利用に当たっての「情報集
約・提供」「相談」「利用支援・援助」 

○地域連携 
 子育て支援などの関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくりを行い、地域の子育て資源の育成、地域課題
の発見・共有、地域で必要な社会資源の開発等 

いずれかの類型を選択して実施。 

① 「基本型」：「利用者支援」と「地域連携」を共に実施する形態 
 （主として、行政窓口以外で、親子が継続的に利用できる施設を活用。）（例；地域子育て支援拠点事業で実施の「地域機能強化型」） 

 
② 「特定型」：主に「利用者支援」を実施する形態 ※地域連携については、行政がその機能を果たす。 
 （主として、行政機関の窓口等を活用。）              （例；横浜市「保育コンシェルジュ事業」）  

利用者支援事業 
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地域子育て支援拠点 

・３歳未満児の約７～８割
は家庭で子育て 
・核家族化、地域のつなが
りの希薄化 
・子どもの数の減少 

背 景 

・子育てが孤立化し、子
育ての不安感、負担感 
・子どもの多様な大人、
子どもとの関わりの減少 

子育て中の親子が気軽に集
い、相互交流や子育ての不
安・悩みを相談できる場を
提供 

課 題 子育て支援拠点の設置 

地域で子育てを支える 

育児不安 

解消 

【事業内容】 
① 子育て親子の交流の場の提供と交流の促進 
② 子育て等に関する相談、援助の実施 
③ 地域の子育て関連情報の提供 
④ 子育て及び子育て支援に関する講習等の実施 
 

地域子育て支援拠点 

【みんなの子育てひろば】 
 堺 区：５か所 
 中 区：４か所 
 東 区：１か所 
 西 区：３か所 
 南 区：６か所 
 北 区：５か所 
 美原区：１か所 

【地域子育て支援センター】 
 各 区：１か所 
【キッズサポートセンター 
         さかい】 
 堺 区：１か所 

平成27年度に５か所拡充予定 

子ども・子育て支援事業計画 

新制度における子どもや子育て家庭の状況に応じた子ども・子育て支援の
提供イメージ 

在宅の子ども
とその家庭 

保育の必要な
子どもとその

家庭 

幼児教育を受
ける子どもと
その家庭 

学齢期の留守
家庭児童とそ

の家庭 

特別な支援が
必要な子ども
とその家庭 

様々な子ども・子育て家庭の状況 

堺市子ども・子育て支援事業計画 

保育所・幼稚園・認定こども園・ 
小規模保育・家庭的保育 等 

地域子育て支援拠点・放課後児童クラブ・
一時預かり事業・病児病後児保育 等 

ニーズ調査による需要の調査・把握 

５か年の計画的な実施・整備 
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